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5-6　分子科学国際共同研究拠点の形成
分子科学研究所は，創設以来，多くの国際共同事業を主催するとともに，外国人客員教授を始めとする優れた外国

人研究者を計画的に受入れて国際共同研究を推進し，国際的に開かれた研究所として内外から高い評価を得ている。

近年，科学研究のグローバル化が急速に進むとともに，インドや東南アジアを含む広い意味での東アジア地区の科学

研究も欧米追随ばかりでなく活性化しており，分子科学研究所においても，21 世紀にふさわしい新たな国際共同研究

拠点を構築していくことが必要となっている。このような状況の中，2004 年度の法人化の機会に分子科学重点分野を

定めて国際共同研究の輪を広げる試みを開始し，その後，日本学術振興会，JENESYS（外務省），JASSO（日本学生

支援機構），総合研究大学院大学等の各種支援も受けながら，自然科学研究機構・国際学術拠点形成事業や分子科学

アジアコア多国間国際共同事業などを実施し，欧米及びアジア地区での国際連携を強化してきた。さらにアジア拠点

と欧米ネットワークを有機的に接続することによって，アジアと欧米を区別することなくグローバルな研究活性化と

新しいサイエンスの出現が期待されており，今後，その方向に向けて分子科学研究所が活動していく必要があろう。

そこで，2012 年度に国際共同の在り方を大きく見直し，2013 年から外国人研究者に関わる諸手続や渉外事務を担

当する専門員（現在は URA）を雇用し，国際的に分子科学研究所の存在感を示せるようなシステム作りを始めている。

現在，以下のような財源を利用して国際共同を活性化しているが，それぞれの財源の制約に合わせた国際共同研究事

業を個々に行うのではなく，分子科学研究所として自由度の高い国際共同研究体制をアジアと欧米を区別することな

くグローバルに構築しながら各種財源を混合して実施するように工夫している。なお，ここでは 3 章に記述のある岡

崎コンファレンス，ミニ国際シンポジウム，アジア連携分子研研究会，総研大アジア冬の学校，外国人客員教授につ

いては触れない（以下の国際共同研究事業の財源を一部使っているものもある）。

5-6-1　国際共同研究事業の財源
(1)　自然科学研究機構「戦略的国際研究交流加速事業」

本事業は，各機関が第 4 期中期計画 の達成を見据え，競争力の高い海外の研究機関等との国際共同研究を発展させる，

あるいは新たに開始するための人的相互交流を支援する。特に， 各機関が 国際共同研究の核となるための，優れた外国

人研究者の招へい，将来の国際共同研究の中核を担う若手研究者・大学院生の海外派遣及び海外からの受入れ，海外の

先駆的研究者と機構所属の若手研究者との交流，等を推奨する。これにより，持続性のある国際交流関係を構築・強化

し，機構における研究の国際競争力の向上を目指す。

【タイプＢ】各分野の将来を担う国際的な若手研究者の育成 

海外の研究機関等との間で，若手研究者（ポスドク・大学院生を含む）を受入れ・派遣することにより，中長期的に持

続性のある国際交流関係を構築・強化するための戦略的取り組み。

分子科学研究所として「東南アジア地域の分子科学分野の将来を担う国際的な若手研究者の育成（2022）」が採択。

アジアを相手とする IMS-IIPA（Institute for Molecular Science International Internship Program in Asia）事業や共同研究

を支援。

(2)　自然科学研究機構「ネットワーク型研究加速事業」

自然科学分野において，国内外の大学や研究機関との幅広い連携による共同研究を推進し，異分野連携による新たな学

問分野の開拓や，自然現象シミュレーションや新技術の開発を生かした創造的研究活動を推進する，国際的にも評価さ

れる機関間連携ネットワークを構築し，分野融合型や国際的共同利用・共同研究拠点を形成することを目的とする（5-7

参照）。
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【分野融合ネットワーク型研究加速】

異分野の研究領域を持つ機関が連携・ネットワーク化を図ることにより，新たな学問分野を開拓する国際的にも評価さ

れる研究拠点形成を目指すもの

分子科学研究所として「対称性の破れに基づく分子科学の深化（2022）」が採択。

欧米との国際共同研究と，アジアを相手とする IMS-IIPA（Institute for Molecular Science International Internship 

Program in Asia）事業，共同研究等を支援。

(3)　総合研究大学院大学

【I．新入生確保のための広報的事業】

2022 年度は，アジアを相手とする IMS-IIPA 事業の支援として，タイ，インド，マレーシアからインターンシップ

生 4 名を招へい。また，マレーシアのマラヤ大学からの総研大アジア冬の学校参加者 2 名の支援を行った。

(4)　分子科学研究所経常経費

以上の（1）～（3）はそれぞれの枠組みでの種々の制約があり，運用できないものがあるため，研究所の経常経費

から補填し運用している。例えば，半年以上滞在する外国人インターン生の支援は以上の枠組みでは困難なため，国

内の特別共同利用研究員（以前の受託院生）に対する RA 雇用と同基準での支援を行っている。

5-6-2　分子研国際インターンシッププログラム（IMS-IIP）
それぞれの外部資金に合うように別々に実施してきた，院生を主なターゲットにした研修生（インターン）制度を

見直し，大きな枠組みで研究所が主導して実施する基幹プログラムとして位置付ける方向で 2012 年度に見直した。

それを受けて 2013 年度より，分子研国際インターンシッププログラム（International Internship Program: IMS-IIP）と

して事業化し，共著論文を書けるまで滞在して研究することのできる目安として半年間前後の中長期の招へい計画を

主な対象として実施している。なお，アジア分については次節に詳細を記述したが，IMS-IIPA（アジア版 IMS-IIP）

と呼ぶことでアジア地区を重視した分子研独自のスカラシップがあるように見せた上で，提携研究機関・提携大学を

中心に候補者の推薦を依頼している。なお，半年以上の研修生については国内分と同一の制度に基づき特別共同利用

研究員（受託院生に相当する身分）として受入れるとともに RA 雇用して給与を支払っている。半年以内の研修生に

ついては，国内での共同利用者に相当する国際協力研究員として滞在費の補助を行っている。外国人の場合，共同利

用研究者宿舎の中長期利用が可能である。

欧米及びアジアの各提携研究機関・提携大学に候補者の推薦依頼をする際には，例えば，のべ 12 ヶ月・人という

総枠を与え，数名の推薦を依頼する形を原則としている（のべ 12 ヶ月だと半年滞在者 2 名あるいは 4 ヶ月滞在者 3

名の推薦が可能。ただし，滞在は 3 ヶ月以上という条件を課す）。各提携先にのべ何ヶ月・人の総枠を与えるかは実

績を判断しながら増減している。毎年，優秀な候補者（院生と若手研究者を合計して考える場合と若手研究者は別枠

とする場合がある）を推薦してくれている提携先へは先方の希望に応じて総枠を拡げている。一方で，先方から推薦

された者をそのまま受入れるのではなく，現地あるいはインターネットで面接選考をせざるを得ない提携先もある。

特に，東南アジアでは，まだ，その段階にあるところが多い。

以上のような調整を継続しながら質の面でのレベルアップを図っているところであるが，量的な面でも，2013 年度

は 31 名，2014 年度は 39 名，2015 年度は 69 名，2016 年度は 53 名，2017 年度は 60 名，2018 年度は 65 名，2019 年

度は 51 名の受入れを行えるまでに順調に拡大している。新型コロナウイルスの感染拡大により，2020 年度は 25 名，

2021 年度は 2 名にとどまっていたが，2022 年度は，新型コロナウイルスによる入国制限が緩和したため 26 名の受入

れが可能となった。
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5-6-3　分子研アジア国際インターンシッププログラム（IMS-IIPA）
外務省の JENESYS 事業，分子研の EXODASS 事業を引き継ぐ形で 2015 年度より IMS-IIPA 事業として運用している。

JENESYS 事業，EXODASS 事業の各種制限を解消し，欧米を相手に実績のある IMS-IIP 事業と同じ基準で実施するよ

うになったので自由度が増した。今ではアジアと欧米を分ける意味もなくなり IMS-IIP 事業として一括して扱ってい

る。ただし，財源的には未だに区別が残っている。分子研はアジア地区で重点大学・拠点研究機関（タイのチュラロ

ンコン大学・カセサート大学・NANOTEC・VISTEC，マレーシアのマラヤ大学，中国のアモイ大学，インドの IIT 

Kanpur，韓国科学技術院自然科学部，台湾の国立交通大学・中央研究院原子分子科学研究所等）を選び，MOU を直接，

あるいは，総合研究大学院大学物理科学研究科を通して，締結しており，大学院生や若手研究者を一定期間招聘して

いる。提携先拠点研究機関については，共同研究の有無なども考慮しながら随時入れ換えを行っていく。大学院生の

場合は原則として５～６ヶ月，若手研究者の場合は１～６ヶ月滞在し，ホスト研究室に所属して国際共同研究を担っ

てもらう。分子研での研究を体験して，総研大への入学を希望する学生が毎年数名いるほか，分子研にポスドクとし

て戻ってくる学生もおり，分子研・総研大の研究力強化と国際化に寄与している。今後はダブルディグリー制度など

との組み合わせによって，さらに魅力的な制度となるよう改良していく予定である。

5-6-4　短期外国人研究者招へいプログラム
これまで分子科学研究所では，国内の共同利用研究者と同様，1，2 週間程度の滞在（年通算では１ヶ月程度になる

ケースもある）で施設利用研究を実施する枠組みがなかった。そのため，短期外国人研究者招へいプログラムを設定し，

中部国際空港を起点として，国内研究者と同様，分子科学研究所に滞在中の滞在費を支援することにした。海外の所

属機関と中部国際空港の間の旅費については原則，支給しないが，財源によっては支給が前提のものもあるため，

LCC 等の利用によって国内旅費より低額になるケースなどで例外的に支給することもある。現在のところ，施設利用

のすべてにおいて，直接，海外からの申請を認めているわけではなく，UVSOR 施設のように国際的に見て競争力の

ある設備を利用した研究に限られているため，欧米やアジアでも中国，韓国，台湾，インド，タイのような科学技術

が進んでいる国の研究者を対象としている。なお，研究者に随行して共同研究に参加する院生は IMS-IIP 事業の短期

分として中長期分に合算してカウントすることにしている。

一方，国際協力研究については，海外からの直接申請ではなく，研究所内の教員による国際共同研究の提案を受け，

所内委員による審査を経て①海外の教授，准教授クラスの研究者の短期招へい，②若手外国人研究者の短期招へいな

どが「分子科学国際共同研究拠点の形成」の主要プログラムとして実施されていた。その実績は 2008 年度 9 件，

2009 年度 12 件，2010 年度 13 件，2011 年度 13 件，2012 年度 11 件である。

2013 年度より様々な財源をもとに短期外国人研究者招へいプログラムを始めることで，従来の国際協力研究に加え，

国際施設利用（協力研究的であり，単なる設備利用はない）にも拡大した結果，2013 年度 35 件，2014 年度 31 件，

2015 年度 40 件，2016 年度 45 件，2017 年度 48 件，2018 年 41 件，2019 年 44 件と推移しており，今や IMS-IIP 事業

と合わせて分子科学研究所の国際的な存在感を高めるプログラムとなっている。2020 年度は新型コロナウイルスの感

染拡大により，その件数は 30 件にとどまった。また 2021 年度は日本への入国が制限され，短期外国人研究者招へい

プログラムによる国際共同研究は 0 件であった。一方，リモートによる研究打合せ，実験等が加速し 2021 年度のリモー

トによる国際共同研究実施者は 105 名，2022 年度は 73 名であった。2022 年度は，新型コロナウイルスの規制が緩和

されたため短期外国人招へいプログラムによる国際共同研究実績は 12 件であった。


